【呉市宅地開発指導要綱参考様式（第６条関係）】
公 共 施 設 の 管 理 協 定 書
呉市を甲とし，　　　　　　を乙として，甲及び乙は，乙が呉市　　　　　　　　番地において設置する開発区域内の公共施設の管理について，都市計画法第３９条ただし書及び呉市宅地開発指導要綱第６条の規定に基づき，次のとおり協定を締結した。
（趣旨）
第１条　この協定は，乙施行の開発行為により設置された公共施設（以下「公共施設」という。）及び公共施設の存する土地（以下「用地」という。）が，公共施設ごとの用途に従い，有効かつ適切に管理されるため，当該管理方法及び費用負担について必要な事項を定めるものとする。
（適用範囲）
第２条　この協定の対象となる次の公共施設及び用地は，別添図書のとおりとする。
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（管理の方法）
第３条　甲は，公共施設の維持管理について，乙に対し必要な指示をすることができる。
２　乙は，公共施設の維持管理を行うものとし，前項の規定による甲の指示に従わなければならない。
３　乙は，公共施設の維持管理に当たって，次に掲げる事項を遵守するものとする。
(1) 公共施設は，環境の保全上，災害の防止又は通行の安全上支障がないように，また，良好な街づくりのために設置されたことを認識した上，適正な管理を行うとともに，各公共施設ごとの機能を保持することとし，用途の変更はしないこと。
(2) 公共施設の改築，修繕等を行う必要が生じたときは，あらかじめ甲と協議の上，必要となる許可・認可の申請，協議，届出等に係る手続等を実施した後，行うこと。
（敷地の管理）
第４条　乙は，用地の管理について，次の事項を遵守するものとする。
(1) 用地の所有権を第三者に移転しようとするときは，あらかじめ甲の同意を得るとともに，移転しようとする相手方が，公共施設の機能を引き続き保持すること及び本協定と同内容の協定を甲と締結することについて同意すること。
(2) 用地に関し，代替として新たな土地を確保する場合は，その位置及び形状について甲と協議した上，決定すること。
(3) 公共施設及び用地について，乙がこの協定に違反し，かつ，甲が維持管理する上で支障ないと認めたときは，乙は，甲に無償で譲渡するものとし，直ちに，当該所有権移転等に必要な書類を甲に提出すること。
（管理責任）
第５条　公共施設及び用地の管理に関連して第三者に損害を与えた場合は，乙がその責任を負うものとする。
（費用負担）
第６条　公共施設及び用地の維持管理に要する費用は，全て乙が負担するものとする。
（雑則）
第７条　この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については，その都度，甲乙協議して定めるものとする。
この協定の締結を証するため，本書２通を作成し，甲乙それぞれ１通を保有する。
令和　　年　　月　　日
甲　呉市中央四丁目１番６号
呉　市
代表者　呉市長　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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